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要  約 

近年、子供たちを取り巻く環境が大きく変化する中、いじめの重大事態や児童生徒の自殺者数の増加傾向が続いてお

り、極めて憂慮すべき状況にある。加えて、「いじめ防止対策推進法」や「義務教育の段階における普通教育に相当する

機会の確保等に関する法律」の成立等関連法規や組織体制の在り方など、提要の作成時から生徒指導をめぐる状況は大

きく変化してきている。こうした状況を踏まえ、生徒指導の基本的な考え方や取組の方向性等を再整理するとともに、

今日的な課題に対応していくため、「生徒指導提要」について 12 年ぶりの改訂が行われた。特に、今般の改訂では、課

題予防・早期対応といった課題対応の側面のみならず、児童生徒の発達を支えるような生徒指導の側面に着目し、その

指導の在り方や考え方について説明を加えられている。子供たちの多様化が進み、様々な困難や課題を抱える児童生徒

が増える中、学校教育には、子供の発達や教育的ニーズを踏まえつつ、一人一人の可能性を最大限伸ばしていく教育が

求められている。こうした中で、生徒指導は、一人一人が抱える個別の困難や課題に向き合い、「個性の発見とよさや可

能性の伸長、社会的資質・能力の発達」に資する重要な役割を有している。そして、教育相談については、生徒指導か

ら独立した教育活動ではなく、生徒指導の一環として位置付けられるものであり、その中心的役割を担うものと位置付

けられている。生徒指導上の課題が深刻になる中、何よりも子供たちの命を守ることが重要であり、全ての子供たちに

対して、学校が安心して楽しく通える魅力ある環境となるよう学校関係者が一丸となって取り組まなければならない。

その際、事案に応じて、学校だけでなく、家庭や専門性のある関係機関、地域などの協力を得ながら、社会全体で子供

たちの成長・発達に向け包括的に支援していくことが必要であり、チーム学校としての教育相談が果たすべき役割は大

きい。本論文では、2022 年に改訂された「生徒指導提要」（以下 生徒指導提要（2022）と表記）及び文部科学省（2017）
「児童生徒の教育相談の充実～学校の教育力を高める組織的な教育相談体制づくり～」を視座に置きながら、生徒指導

が抱えている問題を整理し、生徒指導の中心的な役割を担う教育相談の先進的な取組をしている学校の実践事例を検討

していく。そして、チーム学校を踏まえた小中学校における教育相談の効果的な進め方について明らかにしていく。 
キーワード：チーム学校，教育相談コーディネーター，スクールソーシャルワーカー，カリキュラムマネジメント 

 

１．問題 

（１）背景 

生徒指導提要（2022）では、第１章 生徒指導の基礎 

1.1 生徒指導の意義 1.1.1 生徒指導の定義と目的 

の中で、生徒指導の定義「生徒指導とは、児童生徒が、

社会の中で自分らしく生きることができる存在へと、自

発的・主体的に成長や発達する過程を支える教育活動の

ことである。なお、生徒指導上の課題に対応するために、

必要に応じて指導や援助を行う。」、生徒指導の目的「生

徒指導は、児童生徒一人一人の個性の発見とよさや可能

性の伸長と社会的資質・能力の発達を支えると同時に、

自己の幸福追求と社会に受け入れられる自己実現を支え

ることを目的とする。」が示された。そして生徒指導にお

いて発達を支えるとは、「児童生徒の心理面（自信・自己

肯定感等）の発達のみならず、学習面（興味・関心・学

習意欲等）、社会面（人間関係・集団適応等）、進路面（進

路意識・将来展望等）、健康面（生活習慣・メンタルヘル

ス等）の発達を含む包括的なもの」とされている。 
また、生徒指導において「自己指導能力」を獲得する

ことの重要性が示されている。これからの児童生徒が、

少子高齢化社会の出現、災害や感染症等の不測の社会的

危機との遭遇、高度情報化社会での知識の刷新や ICT 活

用能力の習得、外国の人々を含め多様な他者との共生と

協働等、予測困難な変化や急速に進行する多様化に対応
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していかなければならず、多様な教育活動を通して、児

童生徒が主体的に課題に挑戦してみることや多様な他者

と協働して創意工夫することの重要性等を実感すること

が大切と考えられ、その際に留意する実践上の視点として 
(1)  自己存在感の感受 
(2)  共感的な人間関係の育成 
(3)  自己決定の場の提供 
(4)  安全・安心な風土の醸成 

が示された。(1)～ (3)については改訂前の生徒指導提要

にも示されていたが、(4)については今回の改定により

「他者の人格や人権をおとしめる言動、いじめ、暴力行

為などは、決して許されるものではないこと」、「教職員

による児童生徒への配慮に欠けた言動、暴言や体罰等が

許されないこと」、その上で「お互いの個性や多様性を認

め合い、安心して授業や学校生活が送れるような風土を、

教職員の支援の下で、児童生徒自らがつくり上げるよう

にすること」として位置付けられている。 
教育相談と生徒指導の関係については、一人一人の児

童生徒の教育上の諸課題について、教育相談は本人又は

保護者などにその望ましい在り方について助言をするも

のであり、児童生徒の個別性を重視し、主に個に焦点を

当てて内面の変容を図ることを目指していることに対し

て、生徒指導は主に集団に焦点を当て、学校行事や体験

活動などにおいて、集団としての成果や発展を目指し、

集団に支えられた個の変容を図るものであること、「教育

相談は、生徒指導から独立した教育活動ではなく、生徒

指導の一環として位置付けられるものであり、その中心

的役割を担うもの」であり、①個別性・多様性・複雑性に

対応する教育相談、②生徒指導と教育相談が一体となっ

たチーム支援 のがその特質と生徒指導の関係として示

されている。社会の急激な変化とともに、児童生徒の発

達上の多様性や家庭環境の複雑性も増し、深刻ないじめ

被害のある児童生徒や長期の不登校児童生徒への対応、

障害のある児童生徒等、特別な配慮や支援を要する児童

生徒への対応、児童虐待や家庭の貧困、家族内の葛藤、

保護者に精神疾患などがある児童生徒への対応、性同一

性障害や性的指向・性自認に係る児童生徒への対応など

が求められるようになり、生徒指導における教育相談は、

現代の児童生徒の個別性・多様性・複雑性に対応する生

徒指導の中心的な教育活動であり、こうした問題に対し

て生徒指導と教育相談が一体となって、「事案が発生して

からのみではなく、未然防止、早期発見、早期支援・対

応、さらには、事案が発生した時点から事案の改善・回

復、再発防止まで一貫した支援に重点をおいたチーム支

援体制をつくることが求められている。 
チーム支援体制については、学校教育法施行規則の一

部を改正する省令の施行（平成 29 年）により、スクール

カウンセラー（以下 SC と表記）とスクールソーシャル

ワーカー（以下 SSW と表記）の職務内容が規定された。

SC は、心理に関する高度な専門的知見を有する者とし

て、SSW は、児童生徒の最善の利益を保障するため、ソー

シャルワークの価値・知識・技術を基盤とする福祉の専

門性を有する者として、校長の指揮監督の下、不登校、

いじめや暴力行為等の問題行動、子供の貧困、児童虐待

等の未然防止、早期発見、支援・対応等を、教職員と連

携して行うことが明記されている。 

（２）課題 

生徒指導提要（2022）第 1 章 1.3.3 では、ガイダンス

（生徒指導）とカウンセリング（教育相談）の双方による

支援の重要性が「学習や生活の基盤として、教師と児童

（生徒）との信頼関係及び児童（生徒）相互のよりよい人

間関係を育てるため、日頃から学級経営の充実を図るこ

と。また、主に集団の場面で必要な指導や援助を行うガ

イダンスと、個々の児童（生徒）の多様な実態を踏まえ、

一人一人が抱える課題に個別に対応した指導を行うカウ

ンセリングの双方により、児童（生徒）の発達を支援す

ること。」と明記されている。生徒指導の一環として位置

付けられ、その中心的役割を担う教育相談ではあるが、

生徒指導は集団や社会の一員として求められる資質や能

力を身に付けるように働きかけるという発想が強く、教

育相談は個人の資質や能力の伸長を援助するという発想

が強い傾向があり、以前から「教育相談は、話を聞くば

かりで子供を甘やかしているのではないか」、「生徒指導

は、きまりを押しつけるばかりで、子供の心を無視して

いるのではないか」といった対立的な意見や、「学級・

ホームルーム担任として、集団に重点を置く規範的・指

導的態度と個に重点を置く受容的・相談的態度とのバラン

スをとるのが難しい」という多重関係の問題が見られた。

この問題は、教職員間や組織内での対立問題であり、児童

生徒に対応する教職員一人ひとりの内なる矛盾や葛藤の

問題でもあり、生徒指導と教育相談を一体化させて、全教

職員が一致して取組を進めることはたやすいことではな

い。校内では、生徒指導と同様に、教育相談、キャリア教

育、特別支援教育など、児童生徒に対する指導・援助を行

う分野として学校内の校務分掌に位置付けられ、それぞれ

に教育活動を展開している。そして個々の教職員は、各主
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任やコーディネーターから基本的な知識や理論、基礎技法

などを身に付けることが求められているが、学校におけ

る働き方改革に関する取組の徹底（事務次官通知 平成

31 年 3 月 18 日付）と同時進行することが求められてい

る。改訂された生徒指導提要（2022）を活用して児童生徒

の教育相談を充実させるための方途を明らかにする。 
 

２．目的 

本論文では、小中学校において教育相談を効果的な進

めるためには「校長のリーダーシップの下、カリキュラ

ム、日々の教育活動、学校の資源が一体的にマネジメン

トされ、教職員や学校内の多様な人材が、それぞれの専

門性を生かして能力を発揮し、子供たちに必要な資質・

能力を確実に身に付けさせることができるチーム学校」

の取組が必要であると考えている。「教育相談は特定の役

割の教師だけが行う限られたものではなく、管理職のリー

ダーシップによるマネジメントのもと、地域と共にある

学校がすべての児童生徒を対象にあらゆる教育活動を通

して行う教育方法である」という仮説に基づいて、筆者が

関わってきた A 地区が取り組んでいる「地域と共にある

学校」の実践事例を基に、「チーム学校」の観点から、今

後の小中学校における教育相談体制について論じていく。 

 

３．方法 

生徒指導提要（2022）では、生徒指導の連関性、生徒

指導の構造、生徒指導の方法について具体的に示されて

いる。実践事例の検証では以下の(1)～ (3)を注視する。 

（１）管理職のリーダーシップとマネジメント 

SC や SSW の専門職、地域や関係機関と連携を図るな

ど、管理職のリーダーシップやマネジメントは重要であ

る。また、生徒指導の連関性について、キャリア教育に

ついて述べられている。キャリア教育は、地域と連携を

図りながら特別活動を要に全教育活動を通して実施され

るものである。管理職のリーダーシップやカリキュラム

マネジメントの検証については、キャリア教育の視点を

取り入れることで具体的に評価できると考える。 

（２）生徒指導の構造を踏まえた教育活動の展開 

生徒指導の構造について、2 軸 3 類 4 層構造が示され

た。このうち生徒指導の課題性（「高い」・「低い」）と課

題への対応の種類を分類した「生徒指導の 3 類」①発達

支持的生徒指導、②課題予防的生徒指導、③困難課題対

応的生徒指導を用いて、対象児童生徒と教育活動の内容

を検証する。 

（３）生徒指導の方法 

生徒指導に共通する方法として、①児童生徒理解、②

集団指導と個別指導、③ガイダンスとカウンセリング、

④チーム支援による組織的対応がある。この４点で教育

相談を中心にした生徒指導で用いられた方法の有効性を

検証する。 
 

４．結果 

A 地区にある B 市立Ｂ小学校（研究対象とした時期：

2019 年度～2022 年度）、C 市立 C 中学校（研究対象と

した時期：2021 年度～2022 年度）はどちらも、学校運

営協議会や同様の機能をもつ組織があり、「地域と共にあ

る学校」の取組が進められていた。（本論文では同様の機

能をもつ組織についても学校運営協議会として扱うこと

にする。）A 地区には SSW が 2 人配置されているが、こ

の研究の時期はそのうちの一人が B 小学校、C 中学校の

どちらも担当していた。 
2019 年度～2022 年度は新型コロナウイルス感染症拡

大防止の取組がなされた時期と重なり、教育課程や教育

活動が混乱した時期である。学校は児童生徒や保護者、

地域に対して様々な対応、配慮をした時期であった。 

（１）管理職のリーダーシップとマネジメント 

ふるさと教育を中心に教育課程が編成されていた。ふ

るさと教育について、教科、道徳科、総合的な学習の時

間、特別活動の関連付けや地域との連携を位置付けたカ

リキュラムマネジメントが進められていた。特に A 地区

では道徳教育が重視されており、両校は道徳教育全体計

画や別葉をもとに道徳科を要とするカリキュラムマネジ

メントが進められていた。学校が「生命の尊さと思いや

りの大切さに全校で取り組みます」という発信は家庭や

地域にはわかりやすく浸透しやすい。その上で、いじめ・

不登校問題を学校課題の一つ「心の安全・安心」として

位置付け、全校体制で対応していくことは、児童生徒や

職員にとっても取り組みやすいものだ。管理職は学校経

営方針やカリキュラムマネジメントについて、PTA 総会

や学校運営協議会で説明し、承認を得て実施を進めてい

た。このことで、学校、家庭、地域が願う子どもの姿を

共有するなど合意形成が進められていた。地域の協力を

得て実施するキャリア教育が進められていた。また、地域

の行事や活動で発達支持的生徒指導が機能しているケー

スも見られた。 
教育相談を進めるとその背景から発達の問題が明らか

になってくることは少なくない。特別支援教育コーディ
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ネーターが教育相談や生徒指導で果たす役割は大きいと

言える。両校では、ミドルリーダーから特別支援教育コー

ディネーターを複数指名し、形態の違う複数の支援チー

ムのコーディネーションを担当するようにし、教育相談

を組織的に進めるよう工夫されていた。A 地区では以前

から同様の取り組み例がありも、初めて特別支援教育コー

ディネーターに指名された教職員は県教育委員会が主催

する研修会の参加により、特別支援教育やコーディネー

ションについての専門性を身につける機会にする学校も

あった。各々のコーディネーターにはその役割に応じて

連携する専門職や関係機関の担当が決まっていた。特別

支援教育主任は特別支援学校、教育相談コーディネーター

は市が設置する適応指導教室、保健主事は学校医、教頭

は児童相談所などとなっており、学校が従来の組織を活

かしながら関係機関と意図的、計画的な連携を進めよう

としていることがわかった。 
SC や SSW は支援チームに位置付けられており、困難

課題対応的教育相談はもちろん課題予防的教育相談、発

達支持的教育相談、職員研修などで役割を担っていた。

また、SC、SSW ともに年度当初に教職員として児童生

徒、家庭、地域へ紹介しされており、希望する児童生徒

や保護者との相談活動や援助活動にあたっていた。また、

Ｂ小学校では学校医が校内教育支援委員会の積極的な指

導・助言に努めており、教育相談や特別支援教育におい

て医療との連携が積極的に進められていた。 
一方で、教育相談や関係機関との連携が充実すること

で、対応事案が増加し、コーディネーターを務める教職

員の業務が多忙化する問題がみられた。Ｂ小学校では職

員構成などの理由から、教頭が複数の困難課題対応的教

育相談を担当し、勤務時間の超過が見られた。Ｃ中学校

では、生徒指導と教育相談が一体となったチーム支援を

具現するためＥ教諭が生徒指導主事と教育相談コーディ

ネーターを兼務する配置をしたが、業務の多忙化や多重

関係の問題という課題が見られた。 

（２）生徒指導の構造を踏まえた教育活動の展開 

①発達支持的生徒指導 

新型コロナウイルス感染拡大防止として実施された登

校時に検温や体調の確認により、毎朝、登校時に教職員

が児童生徒一人ひとりに声を掛けていた。安全管理的に

始まった仕組みだったが、一人ひとりの児童生徒を大切

にするという教職員の姿勢は、発達支持的生徒指導、教

育相談の効果をもたらしていたと考えられる。 
全ての児童生徒を対象に「望ましい人間関係の形成」、

「協働的な問題解決能力の育成」を意図した教育活動が

発達段階に応じて位置付けられており、特別活動を要に

して進められていた。キャリア教育では、特別活動の児

童会活動や生徒会活動で「子どもの人権宣言」、「いじめ

撲滅宣言」など自治的で自浄的な活動が仕組まれ、毎年

度見直しや改善を行いながら何年も継続する取組が行わ

れていた。教科や総合的な学習の時間に地域からゲスト

ティーチャーを招いた学習を行うとともに、児童生徒が

「こんな生き方をしたい」とあこがれをもつような人物と

出会い、その人物の生き方から学ぶ学習の場を設けていた。 
学校運営協議会では、こうした地域と連携した教育活

動も議題として取り上げられている。地域の方の「たと

え一人の子供でも相談してくれたらうれしい。」という思

いは、登下校の見守り活動や青少年健全育成手帳（児童

生徒のよい行いを記録する手帳）の活用を通して、児童

生徒によく伝わっていた。 
前年度より児童生徒の欠席や遅刻は減少し、不登校や

不登校傾向の児童生徒も減少した。 
②課題予防的生徒指導 

課題未然防止教育として、全校で「いのちの授業」（生

命や心の大切さを考えたり、困ったときに SOS を発信す

る方法を学んだりする授業）が進められていた。授業の

前半は、SC やコーディネーターが全校放送で講義を行

い、後半は学級担任が発達段階に応じたワーク活動をす

るような実践であった。全校で一斉に取り組む授業や活

動は職員の一体感が生まれ、児童生徒の意欲も高まった

ようだ。 
C 中学校では、身体的、心理面、対人関係面、学習面、

進路面などの領域で気になる生徒がリスト化され、毎月

の出欠席の状況など定期的に情報が更新されていた。ま

た、定期的に全教職員が参加する支援会議が開かれ、す

べての児童生徒を対象に配慮や支援を必要とするような

情報があれば、教職員全員で情報共有をするようになっ

ていた。特に支援会議の最後には、管理職の指導のもと

で情報が吟味され、いつまでに、どのチーム（機動的連

携型支援チーム）が、どのように対応をすすめるのか、

を確認するようになっていた。こうした事案については、

定期のスクリーニング会議でも確認されていたが、未然

防止やより早い段階で対応する工夫と言える。 
③困難課題対応的生徒指導 

困難な状況において苦戦している特定の児童生徒を対

象として専門職や関係機関と連携した教育相談や生徒指

導が実施されていた。この段階では児童生徒本人への働
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きかけだけでは状況は打開できない。家庭など環境への

働きかけが不可欠である。そのために管理職が専門職や

ミドルリーダーをコーディネーションするケース会議が

開かれ、チーム支援の判断とアセスメントの実施を速や

かに行っていた。ここで SSW がその専門性を生かしな

がら、教育、心理、医療、発達、福祉などの観点からア

セスメントを行うようにしていた。A 地区では、SC は年

間計画の中で勤務日が決まっており、心理、医療、発達

などの観点で困難な状況にある児童生徒とその保護者へ

の計画的、継続的に直接的な相談活動や援助活動を行い、

専門性を発揮していた。一方、派遣型で勤務する SSW は

緊急時に対応しやすい配置になっている。また、SSW は、

B 市や C 市の要保護児童対策地域協議会のメンバーであ

り、関係機関と連携した事案については要保護児童対策

地域協議会でも取り上げるなど、困難課題の対応におい

て専門性を発揮していることを確認した。 

（３）生徒指導の方法 

①児童生徒理解 

児童生徒理解を基盤とした教科等の指導が大切になさ

れていた。B 小学校は市教育委員会研究指定校として、

C 中学校は県道徳教育実践協力校として、教科や道徳科の

授業改善に取り組んでいた。その中で、授業観察からの主

観的情報収集、課題・テスト・各種調査・生活日誌等から

の客観的情報収集、出欠・遅刻・早退、保健室の利用な

どの客観的情報の収集、ICT を活用した客観的情報の収

集に取り組んでいた。こうした情報を整理し教職員間で

共有しながら児童生徒理解を深めていることを確認した。 
感染防止対策のため、家庭訪問や授業参観などが実施

できなかった時期があり、保護者と教職員がお互いに理

解を深めることが難しかったことが確認できた。教職員

と保護者が、児童生徒の学校での様子、家庭での様子を

交流する機会がもてず、そのため課題の発見や対応が遅

れたり、学校と家庭が連携した児童生徒支援ができなかっ

たりしたことを確認した。 
②集団指導と個別指導 

感染防止対策のため、学年や全校が 1 か所に集まって

学習や活動をすることはできない状況であったが、学級

集団や居住地域ごとの集まりを母体とした集団指導を実

施するなど教職員の工夫が見られた。両校ともに、地域

性から児童生徒が同調圧力を強く感じていると分析して

おり、集団指導では、安心して生活できる、個性を発揮

できる、自己肯定感・自己有用感を培うことができる、

などの指導に力を入れていた。小学校では教育相談コー

ディネーターが、中学校では生徒会放送委員が、児童生

徒が他者のよいところを見つけて記録した内容を全校放

送で紹介する活動が行われていた。児童生徒は、学級や

居住地域の仲間から認められること、自分の所属してい

る集団では互いのよいところが認めあえることが実感で

きたのではないかと考える。 
個別指導としては、算数・数学科の中で児童生徒本人

が自身の習熟度に応じたコースを選択して授業を受ける

少人数指導、LD・ADHD 等通級指導教室、別室登校をし

た児童生徒が利用する教室が設けられていた。C 中学校

では、様々な理由で登校せず自宅にいる生徒に対して授

業を同時配信し、オンラインで学習に参加できるように

していた。その際、一方的な配信ではなく、オンライン

で入室した生徒に始業時、個別指導の場面などで声を掛

け、効果的に学習できるようにする配慮がなされていた。 

③ガイダンスとカウンセリング 

小学校高学年や中学校では、情報モラルや進路情報な

どその学年の発達上の課題に応じたガイダンスが実施さ

れていた。B 小学校では、健康づくりのガイダンス及び

ワークショップが教科指導や学校行事と関連付けて計画

的に実施され、心理面でも効果があったことを確認した。 
SC やカウンセリングについて児童生徒、保護者に十分

に認知されており、効果的に実施されていた。C 中学校で

は、SC に加え、市が雇用する常勤の「心の相談員」（以下 
心の相談員と表記）と県が週一回派遣するスクール相談

員も配置されていたが、心の相談員は「心の安全基地」と

名付けた相談室での相談活動を、スクール相談員は家庭

訪問や面談室での定期面談を、SC は主に専用ルームでの

予約制カウンセリングを担当するようになっており、一

次的援助レベル（発達支持的教育相談）、二次的援助レベ

ル（課題予防的教育相談）、三次的援助レベル（困難課題

対応的教育相談）を想定した仕組みになっていた。 
④チーム支援による組織的対応 

深刻化、多様化する生徒指導課題を学級担任が一人で抱

え込まず、初動からのチーム支援が実施できるよう教頭や

生徒指導主事を中心に教職員の同僚性を高めようとして

いることを確認した。対応が難しい場合は、管理職のリー

ダーシップのもとでアセスメントが実施されていた。そし

てアセスメントに基づいて、教育相談コーディネーターと

複数の特別支援教育コーディネーターが対応する課題や

連携する関係機関に応じて分業し、早期からの校内連携型

支援チームでの対応を目指していることを確認した。 
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５．Ｂ小学校における実践内容 

（１）新型コロナウイルス感染症拡大防止の臨時

休業中に行われた電話登校 

2020 年 2 月末より 5 月末まで全国の小中学校は臨時休

校となった。卒業と入学、そして進級の時期を自宅で過

ごす児童生徒や保護者の虚無感、不安や心配は計り知れ

ないものだった。この期間中の学校にとっては、年度替

わりの業務に加え、自宅待機がもたらす児童生徒や保護

者への心理的影響をいかに軽減しケアしていくかが大き

な課題となっていた。 
B 小学校では、卒業式、入学式は内容や参加人数を精

選して実施をした。この期間中に新年度の始業式は実施せ

ず、教科書や教材等を配布した。学校から家庭への情報

提供は、当初は学校からの電子メール、学校からの文書送

達だったが、保護者からは「電子メールの指示では、家庭

学習の進め方がよくわからない」「先生方と話がしたい」、

教職員からは「文書送達のためとはいえ家庭訪問をするこ

とは感染防止の面、交通安全の面からもリスクが大きく、

家庭学習用教材の準備もあり、教職員の負担が大きすぎ

る」「電話を活用したいが、学校には 2 回線しかなく、不

祥事未然防止の観点から教職員の個人携帯電話等は利用

できない」などの声があり、改善に迫られたそうだ。 
そこで、全校教育相談活動「電話登校」が計画され、

実施された。この「電話登校」は次のように進められた。

➀学校が電子メールによる案内文書を配信する、➁校長

が各家庭への電話をかけて児童や保護者と懇談する、➂

児童が指定された時間帯に学校へ電話をかけて担任と懇

談をする。まず学校から家庭へ話しかけて不安なことや

困っていることを確認したこと、保護者の理解のもとで

児童一人一人に電話登校の目的や方法を説明したこと、

児童が学校へ電話するという児童の主体的で能動的な活

動を位置付けたことなど、生徒指導や教育相談が機能す

るようによく考えられている。 

（２）地域と共に取り組む発達支持的生徒指導 

7 月、11 月に友達やまわりの人のよい所を見つけて認

め励ましあう人権週間の取組が行われた。児童は帰りの

会でその日見つけた友達やまわりの人の温かい言葉かけ

やよい行いを「きずな手帳」に書き、相手に伝えたり学

級全体に紹介したりする。そして人権主任の教員が前日

のきずな手帳の記述からいくつかを紹介し全校に広め認

め励ましていく。感染防止対策のため全校が参集するこ

とはできないが、活動内容や活動方法を共通化し、情報

機器を活用することで学級経営と全校の取組が関連付け

られている。また、人権週間の取組はＢ市の人権擁護委

員会の取組とリンクしており、最終日には市人権擁護委

員が来校し取組の内容を確かめ、全校児童に認め、励ま

しの言葉をかけられたそうだ。 
この人権教育の取組は何年も継続されており、学校運営

協議会でも毎年内容を把握され、人権教育は挨拶からとの

考えから、小学生、中学生、大人（高校生を含む）を対象に

挨拶標語を募集し代表作品を地域に掲示し紹介している。 

（３）生涯にわたって豊かなスポーツライフを実

現する資質や能力を育てる教育活動の推進 

感染防止対策のため、遊びや運動も厳しく制限された

中、運動不足による心身への悪影響を軽減しようと、ス

ポーツの取組が行われた。小学校学習指導要領の内容を

もとに、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現す

る資質や能力を育てる教育活動の推進として、B 市教育

委員会スポーツコミッション担当者と連携し、キャリア

教育としても位置付けた取り組みになっていた。外部講

師として校区在住の陸上競技関係者を招き、かけっこ教

室や 50ｍ走記録会を核なる活動として位置づけ、継続し

て取り組む活動になっていた。定期的に児童へのスポー

ツアンケートが実施され、その結果をもとに内容や方法

を改善しながら進められていた。B 小学校では生涯にわ

たって豊かなスポーツライフを実現する資質や能力を、

学びに向かう力、人間性等「運動（運動遊び）に進んで

取り組む・お互いに助け合い、認め合う・場や用具の安

全に気を配る」、思考力，判断力，表現力等「願い（自分

の能力に応じた課題）をもつ（見付ける）・動き方（解決

の仕方）を工夫する・考えたことを伝える」、知識及び技

能「はやく走るコツ『姿勢はまっすぐ つま先はビシッ 

腕はブルン』を意識して走る」とし、スポーツアンケー

トでは児童一人一人に「➀スポーツがすき。➁スポーツ

では、かつことをたいせつにしている。➂スポーツでは、

じぶんのちからやわざをのばすようにしている。④スポー

ツでは、じぶんのからだづくりやけんこうづくりをたい

せつにしている。⑤スポーツでは、まわりのひととたす

けあったり、はげましあったりしている。」と問いかけて

いる。その結果をもとに学年の発達段階に応じて、「どの

ようにスポーツや運動に取り組むことが豊かな生き方に

つながるのか。」というような問いについて考え、話し合

う活動が行われていた。 

（４）ＳＳＷと連携した児童虐待事案の対応 

母親から小 6、小 2 の姉妹に対する児童虐待の通告が

児童相談所に入った。姉妹は高校生の姉と母親の 4 人家
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族、自動車で 10 分程度の距離に住む母方の祖父母が子育

てに協力している家庭だ。教育委員会へ SSW の派遣依

頼をし、校長の監督のもと、教頭、SSW を中心にした

ネットワーク型支援チームが立ち上がった。下校する前

に児童相談所、市福祉部による対象児童への面談を校内

で実施された。その後、児童の安全確保のために児童相

談所、市福祉部、校長、教頭、SSW と母親の面談が行わ

れた。この面談の中で SSW は、ダブルワークを続けな

がら家事と子育てを続ける母親を労い、その努力を認め

た。そして、母親の苦労に共感しながら、通告内容につ

いての確認が進められた。この面談をきっかけに母親と

ネットワーク型支援チームの面談が定期的に行われた。

当初は虐待防止が目的だったが、やがて子供たちを含め

家族の役割分担の調整、母親の就労問題など、家庭への

援助活動へ移行していった。子供たちは就労する母親へ

の理解を深め、家事を分担したり手伝ったりするように

なった。年度末には母親より正規雇用の決定、ダブルワー

クの解消の報告もあり、この事案への介入を終了するこ

とにした。母親は「SSW の先生にお話を聞いていただい

たことで今までの自分の生き方を見直す気持ちになれた。

自分には正規雇用で頑張りたいという気持ちがあること

に気づき、頑張れるようになった。ありがとうございま

した。」と、感謝の言葉を述べた。 

 

６．Ｃ中学校における実践内容 

（１）校長のリーダーシップとコミュニティース

クール 

学校運営構想に職員の協働性、家庭、地域との連携が

位置づけられ、地域との連携を強めながらふるさと教育

が進められている。発達支持的生徒指導及び教育相談を

意図した「子どもは認められ励まされた方向へ成長して

いく」という校長の考えが、教職員、保護者、地域へと

明確に発信され、教育課程グランドデザインやふるさと

教育のカリキュラムマネジメントとして具現されている。

特別活動を要とするキャリア教育と道徳科を要とする道

徳教育、生徒会活動と学校評価による年間 2 回の指導改

善 PDCA サイクルにより全教育活動が見事にマネジメ

ントされていた。管理職のリーダーシップのもと教務主

任らミドルリーダーを中心に組織的に教育活動が進めら

れていた。合唱祭や修学旅行など、生徒の感動体験を大

切にした行事や活動が進められていた。 

（２）３段階の心理教育的援助の実施 

すべての生徒を対象とする一次的援助サービス、一部の

子どもを対象とする二次的援助サービス、特定の子どもを

対象とする三次的援助サービスの仕組みが作られ、運用し

ている。一次的援助サービスは、主に学級担任が、定期的

に実施している心のアンケート、授業アンケート、ハイ

パーQU 等の調査、それらの結果を踏まえた個別面談を中

心に進められ、二次的援助サービスは、「心の安全基地」

と名付けられた相談室で心の相談員が希望する生徒を対

象に実施する個別相談スクール相談員が派遣される木曜

日に実施している家庭訪問による面談を中心に進められ

ている。心の相談員やスクール相談員は個別に対応した相

談等の内容を管理職と教育相談コーディネーターへ報告

し、アセスメントが行なわれている。そのアセスメントに

基づいて学年主任や学級担任に対して具体的な援助活動

や配慮の助言、連絡を行っていた。三次的援助活動は、

校外からの専用出入口が設けられた相談室「ひだまりルー

ム」での SC など専門職とのカウンセリングが実施されて

いる。学習支援として、校舎内で実施する授業はすべてタ

ブレットでオンライン配信されており、欠席等で自宅にい

る生徒もオンラインで授業に参加できるようになってい

る。始業時にオンラインでの入室を確認し、授業中は質問

や発言、提出などをオンラインで行なわれている。 

（３）ＳＳＷによるアセスメントと保護者への援

助活動 

困難課題的教育相談について、積極的に教育委員会に

SSW 派遣を依頼している。管理職と SSW を含むネット

ワーク型支援チームが組織され、早期の保護者面談を基

本に相談活動や援助活動が行われている。困難課題につ

いては家庭内で保護者同士の意見が対立していることも

少なくない。保護者面談はできるだけ両親参加としてい

る。教職員によっては両親と面談することを負担に感じ

る場合もあるので、管理職と SSW が同席し、話し合い

を調整したり専門的な見地から助言したりするなどして

いる。困難さによっては関係諸機関と連携をした援助活

動が進められている。保護者とよく話し合い、児童相談

所・市教育委員会と合意を形成した上で、公共施設を会

場にした適応指導の実施、子ども食堂や寺院での体験学

習を取り入れ、心のパワーの充足、社会性の回復を目的

にした地域が参画する援助活動が工夫されていた。 
 

７．考察 

コミュニティースクール制度が整っている学校の特色

を生かし、ふるさと教育を通して発達支持的生徒指導や

教育相談が展開されていた。すべての児童生徒を対象に、
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学校と地域が一体となって取り組んでいる成果は大きく、

アンケート調査では、「自分にはよいところがある。」「社

会に役に立つ人間になりたい。」といった質問に肯定的な

回答をする児童生徒の割合が高まっていた。そして、文

部科学省問題行動調査においてはいじめや不登校などの

困難事案の件数が両校とも減少していた。新たな不登校

が少なくなっていた。特に C 中学校では、2023 年度 1 年

生は不登校 0 人だった。教務主任が生徒指導や教育相談

についての深い理解をもとにカリキュラムを編成してい

た。教務主任を中心に生徒指導主事、教育相談コーディ

ネーター、特別支援教育コーディネーター、学年主任ら

ミドルリーダーが同僚性を発揮して学校運営に参画して

いることが垣間見られた。 
学校心理士である校長に加え、教頭をはじめ多くのミ

ドルリーダーが特別支援教育や心理学について研修や経

験を通して認識を深めており、学校心理学の 3 段階の心

理教育的援助サービスの理論に基づくシステムやマニュ

アルを採用して相談活動や援助活動が進められていた。

児童生徒や保護者の学校評価において教育相談に対する

満足度は高かった。 
困難課題の対応について、SSW と SC を含めたネット

ワーク型支援チームで対応する仕組みが整っていた。特

に 2 校の実践では、SSW がアセスメントの段階から機

能しており、管理職や生徒指導主事、教育相談主任の負

担が大きく軽減されていた。SSW が専門的で具体的なコ

ンサルテーションや関係機関とのコーディネーションを

行うので、教職員も保護者も自分の役割がよくわかり、

児童生徒への相談活動や援助活動が適切に行われるよう

になるケースが多い。SC と SSW は校内支援チームや職

員会議への参加を通して教職員への研修や啓発、相談活

動や援助活動の点検・評価も行っている。専門職の機能

により生徒指導の PDCA、教育相談の職員研修が進めら

れていることも校内の教育相談体制の充実につながって

いくと考えられる。 
本論文で取り上げた 2 校には次のような共通点があっ

た。地域と共に取り組むふるさと教育（キャリア教育・

安全教育で文部科学大臣や県教育委員会から表彰）、研究

指定校として取り組んだカリキュラムマネジメント、専

任の教職員が運営する特別支援学級・通級指導教室・相

談室、教育相談や特別支援教育に熱意と理解のある管理

職とミドルリーダーの配置。そして SSW の派遣実績が県

内でも有数であること。それぞれの学校で教育相談コー

ディネーターを務める教職員からは、「自分自身は、教育

相談や生徒指導について専門性が高まったと思う。関係

機関との連携についても事案に応じていくつかを想定す

ることもできるようになった。学年主任や学級担任へアド

バイスもできるようになった。SSW さんと SC さんに感

謝している。」「一方で、ほかの校務もある中で教育相談

の役割を兼務していることで業務の多忙化が解消できな

い。教育相談コーディネーターを専任する教職員を配置

してほしい。」「校長先生の強いリーダーシップと専門性が

あったけれど、異動があったときにこのシステムが続け

られるかはわからない。」と異口同音に話していた。この

ような実践を経験したミドルリーダーがより主体的に実

践を進め、管理職や指導的な立場を担って小中学校にお

ける効果的な教育相談活動を発展させていくことを願う。 
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